
出入国管理統計による「不法」残留外国人数の推計

森博美

まえがき

昭和63年３月の法務省入国管理局の発表によれば，「出入国管理及び難民認定法」（以下

「入管法」と略称）違反の容疑で62年中に摘発された外国人は14,129人にのぼった。この数

字は一昨年と比べ人数で3,556人，率で対前年比34％の増加であった。またその内訳は，不

法残留12,792人，不法入国542人，資格外活動372人，等となっており，特に男性外国人の

増加（対前年比69.5％増）が目立っている。

なお，上記の不法残留者数12,792人はあくまでも摘発数であり，わが国に不法に残留する

外国人全体の一部を反映したものにすぎないと考えられる。そこで本稿では，出入国管理統

計ならびに外国人登録統計という二種類の業務統計を用いて，最近の外国人不法残留の実情

把握を行うとともに残留者の規模に関する推計を試みる。

1．外国人残留者数の動向

出入国管理統計は，出入国管理等の日常遂行される業務記録に基づいて作成される業務統

計である。またそれは，毎日の処理件数を月及び年計として統計の形にまとめたいわゆる動

態統計である。従って，これからある特定時点での残留外国人数といった静態量を直接求め

ることはできない。そこで以下では，一定期間をとりその間の残留数を積み上げるという方

法によりその近似的数値を推計することにした。

各個人の入国時点と出国時点の問には，当然その者の国内における滞在期間に相当するタ

イムラグが存在する。その意味では，同一月における入国者と出国者とが同一の個人である

という保証はない。しかし，出国者のわが国における滞在期間の分布を見ると，３カ月以内

の者が全体の95.3％で，１カ月以内の滞在者だけをとってみても89.1％を占めており，通常

の人出国の場合，このタイムラグは一般には比較的短いことがわかる。また，月次レベルの

データでは顕在化するこのタイムラグに起因する入国者と出国者との個人レベルでの非対応

性は，年次あるいはさらにそれ以上の長期にわたるデータでは各期の間の相殺効果によりそ

の大半の部分が吸収される。このことから，ある一定期間中にわが国に「入管法」による正

規の手続きを経て入国し残留する外国人の数は，当該期間における外国人の入国者総数と出
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国者総数の差によって近似することができる。これを以下では「外国人残留者数」と呼ぶこ

とにする。

昭和50年から62年までの外国人残留者数は全体で275,633人であり，そのうちアジア出身

者が222,999人と全体の81％を占めている。また，国別では，最も多いのがフィリピン出

身者の79,248人で，次いで台湾の59,537人，以下，アメリカ31,607人，韓国25,238人，中国

24,778人，等の順となっている（付表６の第１列参照）。

本稿末尾の付図ｌからも明らかなように，残留者が増加に転じたのは昭和54年である。そ

の後58年までは全体としても年間3,000人程度と比較的緩慢な増加にとどまっていた。しか

し，５９年以降は急激にその増加テンポが強まり，特にここ１，２年の急増ぶりには目をみは

るものがある。もっとも，各年の入，出国者の差として各年次の残留者数を算定したため，

62年の残留者数は，同年末の入国者の急増のため若干高めの数値となっている可能性がある。

しかしながら，全体としては62年も前年とほぼ同様の傾向が維持されていると見ることがで

きよう。

付図２，３は，特に残留者の多いいくつかの国についてこの間の残留者数の推移を示した

ものである。これらを見ると，５８年以来の残留者の急増は，主にフィリピンと台湾からの入

国者によって説明できる。また，６２年の新たな傾向としては，それまでの残留数が最も大き

いフィリピン及び台湾が対前年比較でそれぞれ5,000人前後もその数を減少させているのに

対し，中国からの残留者が急増している点が注目される。また，中国ほどではないにせよ，

韓国，タイ，さらにバングラディシュ，パキスタン等も昨年１年間に残留者の顕著な増加を

記録しており，特にさいごの二国からの残留者の増加率が著しい。

2．残留外国人の特`性

出入国管理統計では，出・入国外国人の性・年齢別，在留資格別の集計結果が国別に公表

されている。そこでまず，これらの結果を用いて，残留外国人についての大まかな特徴づけ

を与えておくことにする。

（１）’性・年齢別特性

付表１はⅢ特に残留者が多い６カ国について，５０年から62年の各年次の性・年齢別人・国

者の差として算出した13年間の性・年齢別残留者数の合計を示したものである。

まず残留者の性別の特徴を見ると，全体として女性の残留者数が男性のそれを大幅に上回

っていることがわかる。ちなみに［女／男］比を求めると，総数については1.91倍であるの
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に対し，アジア州では2.08倍と女性比率かさらに高くなっている点が特徴的である。特に，

韓国，フィリピンについては，この比率はそれぞれ7.27,4.03とアジア州全体の平均水準と

比べても２倍あるいはそれ以上となっている。一方，中国の場合，女性の残留者の合計が

6,039人であるのに対し男性は18,739人とその比率が他の諸国と完全に逆転している点が注

目される。

次に残留者の年齢については，男女とも15才から34才までの若年層に集中しているのが特

徴的である。ちなみに，男性では80.7％がまた女性では82.9％がこれらの年齢層によって占

められており，特に女性の場合，２０代だけで全残留者の60％に達している。ところで［女／

男］比が特に高い韓国とフィリピンの女性について，１５才から29才までの年齢層の割合を見

ると，韓国が62.2％と総数におけるそれ（73.1％）よりもむしろ低い。これに対し，フィリ

ピンの場合は，８９．３％と極めて高く，これら２つの国は年齢分布に関しては著しい差異を見

せている。なお，男女間のモード（最頻値）年齢の比較では，男性が25.3歳であるのに対し

女性の場合23.0歳と，若干ではあるが女性の方が分布の中心年齢がやや低いことがわかる。

（２）資格別特性

わが国に入国する外国人は，特例による上陸許可及び仮上陸許可の対象者を除き，付表２

に掲げた在留資格の何れかによって在留することが「入管法」第４条によって規定されてい

る。入国者は，空海港等において入国審査官から在留資格及び在留期間についての証印を受

け，入国を許可される。一方，外国人出国者についても在留中の資格に関する統計が作成さ

れている。従って，これらの統計から在留資格別の残留者数に関する一応の推計を行うこと

ができる。

付表３は，５７年!)から62年までの６年間の国別の資格別残留者数を示したものである。

これによれば，残留者数が最も多い在留資格は，観光旅行等の（4-1-4）「短期滞在」で約

１２．９万人，次いで就学等の(4-1-16-3）「特定の在留資格」の２．８万人，以下,(4-1-9）「興

行」2.2万人,(4-1-6）「留学」1.4万人，等の順となっている。

国別では，フィリピンの(4-1-9）「興行」，中国の(4-1-16-3）「特定の在留資格」での残

留数が多いのが特徴的である。特に後者については，中国側が渡航規制を緩和したこと，ま

た日本側も「留学生10万人受け入れ構想」を受けた形で，査証申請手続きを従来に比べ大幅

に簡素化したことにより，タイやマレーシア等からの入国と同様に日本語学校等へのいわゆ

る「就学」目的での入国者が急増したことによるものと考えられる（付図４，５参照）。

ところで，付表３の資格別残留者数では，今回採用した算出方法の制約から入国後の在留

資格変更許可分は考慮されていない。
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「入管法」第20条に基づき例えば昭和60年１年間にわが国に在留する外国人から新たに提

出された資格変更の申請数は15,664件で，前年からの旧受分及び「期間更新」から「資格変

更」への取扱変更分と合わせ合計18,476件が受理された。審査の結果，このうち16,849人に

関して審査の結果，在留資格の変更が許可された。

付表３の資格別残留者数は，人（出）国時に空海港等の審査窓口に提出されたＥ／Ｄカー

ドに記載された在留資格の件数から積み上げられる出入国管理統計のデータに基づいて算出

したものである。従って，在留期間中に他の在留資格への変更が発生した場合には，このよ

うにして求めた当該資格の残留者数は変更許可分だけ実際よりも過大に,また逆の場合には

過小に評価されるはずである。

現在，『年報』として公表されている出入国管理統計では，在留者の資格変更について地

方入国管理局管内別の処理件数が受理，既済件数等の処理形態別に示されているだけである。

従って，この公表結果からだけでは，内容にわたる資格変更状況については何等の情報も得

られない。

ところで，５５年以来６年ぶりにまとめられた白書『出入国管理』（61年版）には，部分的

ながら，昭和60年１年間に許可された在留資格の変更状況が，変更許可前後の在留資格一覧

表の形で公表されている（『同書』８７頁表18）。

この表から，変更が許可された16,849人についてその主な変更状況を見てみると，最も変

更許可件数が多かったのは,(4-1-4）「短期滞在」から(4-1-16-1）「日本人の配偶者」への変

更で，3,582人（変更許可総数の21.3％）であった。次いで多いのが（4-1-4）「短期滞在」

から(4-1-16-3）「特定の在留資格」への変更で2,789人（16.6％)，以下,(4-1-16-3）「特

定の在留資格」から(4-1-16-1）「日本人の配偶者」へ2,060人（12.2％)，（4-1-16-3）「特

定の在留資格」から(4-1-6）「留学」へ1,799人(10.7％)，等となっている。なお，以上の

変更分だけで変更許可件数全体の60％を超えている。

ところで、この表は，白書作成のために60年１年分の変更許可資料から特別に集計された

ものであり，現在のところこの種の表については恒常的な集計作業は行われていない。また，

この資格変更一覧表では，変更前については総変更許可件数の14.9％にあたる2,507人が，

一方，変更後の資格についても990人(5.9％）が「その他」としてそれぞれ一括表示されて

いる。この結果，多少表現形式に手を加え参考のために本稿末尾に掲げた付表５でも，多く

のセルが不明（…）表示となっている。

資格変更の許可件数は57～62年の６年間に78,067人にものぼっており，資格別残留者数の

推計にあたってはこれらの資格変更による結果数字への影響を無視することはできない。

そこで，上に述べたようないくつかの制約を持つとはいえ，以下では次のような便宜的方
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法により付表３の資格別残留者数に対して資格変更に伴う修正を試みることにした。

修正数の算定にあたっては，まず，国別の変更内容に関しての何等の情報も得られないこ

とから，国別の資格別残留者数の把握は事実上断念せざるをえなかった。また，付表４の空

白部分（…）に該当する諸資格に関しても，修正計算は同様に不可能である。従って，修正

数の算定は，変更内容に関する情報が利用可能ないくつかの在留資格に限定してそれを行っ

た。また，修正を試みた在留資格については，期間中の他の年についてのデータが存在しな

いことから，この６年間の変更許可実績が60年と同一の構造を持つと仮定してこの間の資格

別変更数を推計した。

推計の手順は，まず変更許可数の利用可能ないくつかの資格について60年についての変更

後と変更前の差から純変更許可件数を求め，同年の変更許可総数に対する比率を計算した。

このようにして求めた資格別変更率にこの間の延べ変更許可数78,067を乗じ，資格別の変更

許可数を変更推計値として算出した。推計結果は，表ｌに示した通りである。

表１資格別残留者数

60年晉格ヌ
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このような修正を施すと，（4-1-4）「短期滞在」資格での残留者が約9.9万人，（4-1-6）

「留学」が3.2万人となる。また，（4-1-9）「興行」と(4-1-16-3）「特定の在留資格」での

在留者数が修正前後で逆転していることがわかる。

（注ｌ）なお，「入管法」の改正に伴い，５７年にかなり大幅な在留資格の変更が行われた。

まず従来設けられていた在留資格（4-1-3）「通過」及び(4-1-16-4）「特定の在留資

格」が廃止され，前者は（4-1-4）「短期滞在」に，また後者は(4-1-16-2）「特定の在留

資格」に吸収された｡また，（4-1-16-3）「特定の在留資格」から「研修」のための入国

ならびに「その被扶養者」がそれぞれ（4-1-6-2)，（4-1-15（6-2))として新たに分離さ

れた。さらに，同年分の結果から「一時庇護」項目が新設された。このため，今回，資

格別の残留者数を計算する際には系列の接続性を考慮してデータの採用期間を57年以降

のみに限定した。
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3．「不法」残留者数の推計

（１）「不法」残留者の範囲と推計方法

「入管法」による不法残留者とは，上陸許可時に入国審査官から証印により付与される在

留期間終了後も在留期間の更新等の所定の手続きを行うことなく在留する者をいう。しかし，

本稿では，極めて形式的に，「今回の推計の対象とした期間（50～62年）中に「入管法」に

よる正規の手続きを経て入国し，「外国人登録法」によって義務づけられた所定の登録手続

きをすることなく在留する者（図１の⑥斜線部分）」を特に「「不法」残留者」｜ＬＮとし

て規定する。従って，密入国等の不法入国による残留者（同⑧),50年以前からの残留者（同

④),さらには「人管法」の適用を受けない日米地位協定に基づく在留者（同⑦）等は，今回

の残留者数算定の対象とはならない。また，登録外国人の中でも，「登録法」により義務づ

けられた５年毎の確認行為を行わず在留する者及び資格外活動の許可を受けることなく登録

時に申告した在留資格以外の目的のために在留する未発覚の［入管法」違反者についてもそ

れ自体としては，今回推計の対象とした｜ＬＮには含まれていない。

図１は，「不法」残留者の範囲を，出入国管理統計並びに外国人登録統計との関連で示し

たものである。

ところで，わが国の「外国人登録法」は，上陸の手続きを経て90日を超えて在留する外国

人に対して60日以内に登録を行うことを義務づけている。例えば，上陸時に認められた在留

期間60日未満の者が期間更新等の手続きを行うことなく在留する場合，「登録法」とは無関

係に「入管法」の規定に従えば「不法残留」となる。その意味では図１の⑤の中にも「入管

法」による「不法残留者」が含まれうる。

このように，本稿でその推計の対象とした「不法」残留者の定義そのものは「入管法」の

規定による「不法残留者」とは異なる。しかしながらあえて「不法」残留者をこのように規

定し出入国管理統計並びに外国人登録統計によりその推計を試みたのは，次のような理由か

らである。

まず，外国人就労がいわば構造化しているアメリカや西ヨーローパ諸国等と異なり，わが

国の場合，地理的・文化的特性の故に不法残留者全体に占める不法入国による残留者（図１

の⑧）の割合はかなり小さいものと想像される。

第二に，わが国で就労を目的とした外国人の不法残留がいわゆる社会的現象として一般に

知られるようになったのは比較的最近のことである。従って'0年以上の期間をとりその間の

出入国の動態統計値から残留者を算出することによって，現在わが国に残留する外国人数を
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かなりの確度で把握することができるものと期待される。換言すれば，このことは図ｌの②

＋③＋⑤＋⑥に対して考察期間以前からの残留者④がほとんど無視しうるレベルであること

を意味する。

図ｌ「不法」残留者の範囲（50～62年）

①

④

⑤⑤ ⑦

⑧６６６６

② ③

⑨ ⑩⑩

①４９年末現在の外国人登録者

②５０～62年の出入国の手続きによらな

い登録者純増

③５０～62年の出入国による登録者純増

④４９年末日現在の非登録残留者

⑤１，２号資格在留者，在留期間90日以

内の在留許可者

⑥５０～62年の「不法」残留者

⑦日米地位協定等による在留者

⑧不法入国残留者

⑨資格外活動発覚者

⑩不法残留発覚者

⑪不法入国発覚者

(①＋②＋③）外国人登録統計による登録者

(②＋③）５０～62年の登録者純増

(③＋⑤＋⑥）出入国管理統計による残留者

(⑨＋⑩＋⑪）「人管法」違反発覚者

第三に，期間更新等の手続きをすることなく「不法残留」する者については，Ｅ／Ｄカー

ドの再集計によりその数の把握は可能であろう。しかし公表された諸統計からそれを行う場

合，上記のような定義による「不法」残留者の推計という方法をとらざるをえない。これに

ついては，わが国の「不法残留者」の中には登録時にその発覚をおそれて「登録法」による

登録期限を超えても未登録のまま在留する者がかなり含まれると考えられることが上記の推

計方法を根拠づけている。
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これらの諸事'情を考慮すれば，わが国は，このような方法で「不法」残留者を把握するこ

とによって不法残留そのものの実態にかなりの程度アプローチできるどちらかといえば特異

なケースであるといえる。

（２）「不法」残留者数の推計

ここでは，｜ＬＮを，基本的には対象期間における「残留者数」’０と同一期間中の外国

人「登録者純増数」△ＲＧとの差として導く。なお，△ＲＧは，推計対象期間の「最終年の

末日現在の登録数」ＲＧ１から「開始年の前年末日現在の登録数」ＲＧＩ,を減ずることによ

り求めた。

しかしながら，計算作業に入る前にこれらの数字を同一の統計概念レベルで比較できるよ

うにするために，まず登録統計のカバレッヂについて触れておかねばならない。

「登録法」第２条は，登録の対象となる「外国人」を「日本の国籍を有しない者のうち，

出入国管理及び難民認定法の規定による仮上陸の許可，帰港地上陸の許可，通過上陸の許可，

乗員上陸の許可，緊急上陸の許可及び遭難による上陸の許可を受けた者以外の者」と規定し

ている。これにより，特例による上陸許可者のうち上記に該当しない「（一時庇護のための

上陸許可」）者，一般の上陸手続きによる在留者，さらに出生や日本国籍離脱等上陸の手続

きをとることなく在留することになった外国人，が登録の対象者となる。

なお，上記の規定からも明らかなように，そもそも「入管法」の適用を受けない日米地位

協定によりわが国に入国し在留するアメリカの軍隊の構成員，軍属並びにそれらの家族は登

録の対象からは除外されている。また在留資格（4-1-1）「外交」及び(4-1-2）「公用」で入

国し，在留する外国人についても，それぞれ「国際慣習法」と「国際礼譲」によって登録義

務が免除れている｡

以上のような登録統計のカバレッヂに留意して，以下ではｌＬＮを次のような「（修正）

残留者」ＭｌＯと「（修正）登録純増数」ＭＲＧの差

ＩＬＮ＝ＭＩＯ－ＭＲＧ…………（１）

として推計する。なお，ＭＩＯ及びＭＲＧは，それぞれ次のような方法で算出した。

＜「（修正）残留者」ＭｌＯ，「（修正）登録純増数」ＭＲＧの計算＞

(1)日米地位協定による在留者。

いづれの統計においても対象外とされている。今回の推計においても対象外として扱って

いるため，ここではその存在は無視することにする。
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(2)外交，公用資格での残留者数ＤＯ

これに該当する者ＤＯは，登録統計では対象外とされている。従って，カバレッヂの点で

登録数と比較可能なＭｌＯを求めるためには,｜Ｏからこれらの者を控除する必要がある。

従って，ＭＩＯは，

ＭｌＯ＝ＩＯ－ＤＯ………（２）

として求められる。なお，（4-1-1）「外交」，(4-1-2）「公用」資格での残留者については，

一般の残留者の場合と同様に期間中のそれぞれの資格での入国者総数と出国者総数との差と

して計算した。

(3)出生による新規登録者数Ａ

「登録法」第３条は，出生や日本国籍離脱等上陸の手続きを経ることなくわが国に在留す

ることになった外国人に対する60日以内の登録義務を規定している。

ところで，出生に伴う新規登録者Ａは，入国の手続きを経ておらず，従って１０にはカウ

ントされていない。他方，この種の新規登録者ＡはＡＲＧの増加には寄与しており，そのま

まではｌＬＮの過小評価をもたらす。このため推計にあたっては，ＡＲＧから出生による新

規登録者Ａを控除する必要がある。

(4)日本国籍離脱による新規登録数Ｂ

これに該当する者は，日本人であったため残留者数’０には含まれていないが，対象期間

中に新規登録を行うことによりＲＧ１には追加されることになる。上記(3)と同様の理由によ

り，これについても△ＲＧからの控除が必要である。

(5)その他の理由による新規登録数Ｃ

（4-1-1）「外交」，(4-1-2）「公用」資格によって在留する者及び日米地位協定該当者から

それぞれ登録の対象となる在留資格該当者への変更に伴う新規登録がこれにあたる。これら

のうちまず前二者に属する外国人は，計算上は、Ｏとしてすでに上記ＭＩＯから控除されて

いる。一方Ⅲ後者は「入管法」による上陸の手続きを経ていないためＭｌＯにはそもそも含

まれていない。故にこれらの理由による新規登録者Ｃは上記の(3)，(4)の場合と同様に結果的

には｜ＬＮの過小評価をもたらす。このため，この種の新規登録数についても△ＲＧからの

控除が必要である。

(6)死亡による登録閉鎖数、Ｅ，Ｆ，Ｇ

「登録法」第12条は，出国者については出国時に，また死亡や日本国籍取得等出国の手続

きを経ることなく外国人でなくなった場合には14日以内に所定の届出を行うことを義務づけ

ている。この場合，区市町村の登録課では入管局等からの連絡を受け，当該外国人の登録を

閉鎖する。なお，再入国の許可を受けて出国する者及び「入管法」第61条の２の６の適用を
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受ける「難民旅行証明書」による出国者については，登録はそのまま維持される。

(6-1）５０年以前入国登録者死亡数Ｄ

これに該当する外国人は，出入国管理統計では50年以前に入国手続きを済ませているため，

本稿で規定した１０及びＭｌＯにはそもそも含まれていない。一方，登録統計では50年以前

にすでに登録手続きが行われており，従って，期首の登録数ＲＧｏにはカウントされている。

しかし50～62年の間の本人死亡による登録閉鎖のため期末の登録数ＲＧ１からは削除されて

おり，ＡＲＧはその分だけ減少する。従って，このようなカテゴリーに属する死亡数Ｄにつ

いては，｜ＬＮが過大に評価されるのを避けるためＡＲＧへの追加が必要である。

(6-2）５０年以後入国登録者死亡数Ｅ

これに該当する外国人は，期間中に残留し新規登録を行うためＭ’０にも△ＲＧにもカ

ウントされていた。しかし，死亡による登録閉鎖のため△ＲＧは減少するものの，出国手続

きを行っていないため死亡後も形式的にはＭｌＯに含まれる。その結果ｌＬＮは過大評価と

なり，この点を回避するためには，ＥをＡＲＧに加える必要がある。

(6-3）５０年以前入国非登録者死亡数Ｆ

このケースに該当する外国人は，本稿が対象としている期間以前に入国し不法に残留して

いる者で，図１の④に該当する。しかし，今回は特に算定の対象期間を50年以降に限定して

ｌＬＮの推計を試みたため，このようなカテゴリーに属する死亡数ＦはＭｌＯにもＡＲＧに

も含まれていない。従って今回の推計ではその存在を無視することができる。

(6-4）５０年以後入国非登録者死亡数Ｇ

これに属する外国人は，ＭｌＯには含まれているが，ＡＲＧには含まれていない。このよ

うな者の死亡が発生した場合，現実には全体の「不法」残留数は小さくなる。従ってこれに

ついては，｜ＬＮの過大評価を防ぐため，本来的にはＭｌＯからの控除項として扱うのが適

当である。

ところで，厚生省の「人口動態統計」には在留外国人の年間死亡数が公表されている。こ

れは外国人登録とは独立に同省の業務統計として国内に居住する外国人の全てを対象に作成

されており，その中には当然，非登録者死亡数も含まれているはずである。しかしながら，

実際には付表５の参考欄にも示されているように，この間の「人口動態統計」による外国人

死亡数は，登録統計の死亡による登録閉鎖数を恒常的に下回っている。このため今回の計算

では，便宜上Ｇ＝Ｏとして処理した。
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(7)日本国籍取得による登録閉鎖数Ｈ，｜

(7-1）５０年以前の入国外国人による日本国籍取得Ｈ

このような外国人は対象期間以前に入国手続きを済ませ，また日本国籍を取得したため出

国手続きは行っていない。従って，これらの者は’０にもＭｌＯにもカウントされていない。

一方，この件数はＲＧ１１に含まれており，国籍取得による登録閉鎖は，ＡＲＧを減少させる。

ｌＬＮの過大評価分を調整するためこのような国籍取得数Ｈについては△ＲＧに追加する必

要がある。

(7-2）５０年以後の入国外国人による日本国籍取得ｌ

これに該当する国籍取得者は，対象期間中に外国人として入国手続きを行ない，その後日

本国籍を取得したため出国手続きは行っていない。従って，このような国籍取得者｜はＭｌ

Ｏに含まれる。一方，登録統計では，外国人としての登録期間中は登録数としてカウントさ

れるが，国籍取得により登録が閉鎖された時点で登録から抹消される。その結果，ＲＧＩ，に

もＲＧ１にも，従ってＡＲＧにも含まれない。これらの理由から，ｌＬＮは過大に評価され

ることになる。これらについても同様に，△ＲＧへの追加が必要である。

(8)その他の理由による登録閉鎖数Ｊ，Ｋ

(8-1）日米地位協定該当者,（4-1-1）「外交」，（4-1-2）「公用上への在留資格変更によ

る登録閉鎖Ｊ

これらのカテゴリーに属する者は「入管法」による出国手続きを行っていないため資格変

更後もＭｌＯには含まれる。しかし登録の閉鎖に伴い△ＲＧはその件数の分だけ減少する。

従って，｜ＬＮの過大評価を防ぐため，その件数についても△ＲＧへの追加が必要である。

(8-2）再入国許可の失効による登録閉鎖Ｋ

先にも述べたように，再入国の許可による出入国の場合は，登録の閉鎖は行われず，その

限りでは登録統計と出入国管理統計の取扱の上で差異が生じる。しかし再入国許可による

出国という性格上，長期的にはこの種の出国数は再入国数とバランスするはずである。また，

再入国許可による出入国者数の間に乖離（出国超過）が発生する場合にも，それが再入国許

可の失効に関係するものについては，許可の取消し時点で登録閉鎖として登録統計から抹消

される。この意味で，失効による登録閉鎖に該当する部分Ｋは，すでにＡＲＧの中に控除項

目として含まれている。従って，ＭＲＧと△ＲＧとの比較可能性を維持するために，Ｋにつ

いては，「その他の理由による登録閉鎖数」から除外して取り扱わねばならない。

以上の点を考慮して,（修正）登録数ＭＲＧは次のように算定できる。

ＭＲＧ＝△ＲＧ－Ａ－Ｂ－Ｃ＋、＋Ｅ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ・……．.（３）
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＜「不法」残留者数ｌＬＮの計算（昭和50～62年）＞

ところで，これらの登録並びに閉鎖に関する届出処理件数については，法務省で毎年度

「新規登録・登録閉鎖件数」として業務統計の形でまとめられており，また法務省入国管理

局の編集による白書『出入国管理の回顧と展望』（昭和55年度版177頁)，及び『出入国管

理』（昭和61年度版145頁）にもその数字が公表されている。

そこで，５０年以降のこれらの実績数を用いて50年から62年までの「不法」残留者ＩＬＮ

を推計してみよう。（各数値については付表５参照）

１０＝２７５，６３３

，０＝２，７８２

Ｇ＝０

△ＲＧ＝138,460

Ａ＝ｌ５ｑ６０４

Ｂ＝３，５１１

Ｃ＝４，９６９

，＋Ｅ＝５４，２６２

Ｈ＋Ｉ＝104,387

Ｊ－５，４７６

これらの数値を(2)，(3)式にそれぞれ代入して，

ＭＩＯ＝275,633-2,782＝272,851

ＭＲＧ＝138,460-150,604-3,511-4,969＋54,262＋104,387＋5,476＝143,501

ゆえに，「不法」残留者数ｌＬＮは

ＩＬＮ＝ＭＩＯ－ＭＲＧ＝272,851-143,501-129,350

となる。

わが国に入国する外国人の中には入国後直ちに登録の申請を行うケースがあり，登録業務

を所管する市町村役場の登録課では，このような申請があった場合にも通常それを受理して

いる。しかしこの種の登録は一般的に滞在期間が90日を越えることが見込まれる者があらか

じめ登録を済ませる場合がその大半である。ＲＧｏ及びＲＧ１に含まれるこのような早期登

録者はその差の分だけ△ＲＧを拡大し，結果的にはｌＬＮの水準を引き下げることになる。

この点で，上記の推計値は，本稿で特に規定した「不法」残留者の定義に照らしても幾分過

小に評価されている。

なお，付表６には，参考のためにこの期間中の残留者数’０，外交，公用資格での残留者

数ＤＯ，さらにはこの間の登録者の純増数ＡＲＧについての国別のデータを掲げておいた。
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上述の新規登録及び登録閉鎖に伴う修正分が考慮されていないとはいえ，この表から国別の

「不法」残留者の規模についてのおおまかな把握を行うことができよう。

あとがき

本文でも指摘したように，本稿でその推計を試みたのは，あくまでもいくつかの条件の下

での「不法」残留者数に他ならない。その意味では，もちろんこの算出結果は客観的存在と

しての「不法残留者」はもとより「入管法」に規定された「不法」概念とも一致するもので

はない。また，推計の過程についても，利用可能な集計データの不足からかなり大胆な仮定

の下に作業を進めた部分もいくつか含まれている。さらには，推計にあたって基本的には暦

年データに依拠したものの，一部は年度データによらざるをえなかった。このように，統計

利用面でのデータの斉合性という点でもいくつかの問題点を含んでいるのは事実である。

このようにいくつかの点で制約を持つとはいえ，今回の算出結果は，わが国における不法

残留者の近似的推計値としても一定の意味を持つものと考えられる。
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付表１性・年齢別残留者数（50～62年計）

総数

９４，７９４

７２，４２２

１８，７３９

１５，８７０

３，０５０

１５，７４０

３，７１６

12,487

180,839

150,577

6,039

４３，６６７

２２，１８８

６３，５０８

１２，０５７

１９，１２０

30～3４

１２，５５４

１０，５６７

３，６４４

１，４６８

５７５

２，６２５

５３１

１，０９１

１７，８０１

１５，４６９

１，０２３

7,068

３，４３８

2,075

１，６４８

１，５３３

２０～2４

２６，２８１

２２，２７２

３，６９９

４，５４０

１，２５２

３，９５５

1,512

-349

68,960

58,030

３１３

１２，６１５

5,846

32,663

４，４４１

６，０６５

25～29

27,288

22,108

３，７５０

５，０９９

２，８７１

４，５７９

７１６

2,051

39,419

34,608

５４９

１０，４３２

７，２７１

１１，０９３

４，２５８

２，５８８

●
几
玉
Ｒ
Ｊ
ｎ
（
〕
１
１
Ｒ
Ｊ
．
〃
誼
庁
Ｉ
Ｒ
Ｊ
Ｒ
Ｊ

ｎ
／
］
Ｏ
』
庁
０
０
〔
、
〕
ｎ
色
Ⅱ
ｑ
△
ｎ
ｎ
Ｕ
８
４
口

｛
Ⅱ
〃
５
８
９
Ｒ
Ｊ

5～９

３，７７９

２，１４３

９３６

３６９

３３３

２７７

７０

957

3,687

2,023

８７７

４９７

３００

２７２

４８

１，０７８

１０～1４

２，９６８

２，４５２

１，０９１

－３６０

２４８

１６４

４８

３６７

２，９３３

２，２６７

１，０９２

５０７

２５７

３０９

７４

２５６

１５～1９

１０，４０４

５，１９０

１，５３０

４７５

－２０１

８６４

５３４

3,922

23,774

19,506

９１２

３，４５５

６８９

１２，９４９

８５７

１，９７１■
35～3９

３０５６

２，９１４

１，８２０

５３７

－９４８

１，５４９

１７５

４１７

７，６０８

６，５０４

５３５

３，０８６

１，５４６

１，１２１

４９２

１，０７３

４０～4４

８１２

１，１０４

１，１５２

３９２

－８３１

７２５

１１５

１３４

4,005

３，７３９

４７９

１，４８９

７１０

１，３２３

７７

４７９

45～4９

－４４５

２２９

３６７

１９２

－４３０

２５０

２９

－１８

１，７０８

１，８５３

２２１

１，０８６

５９１

２５４

１１

３２２

50～5４

－４３３

－７７

１３０

３４２

－４２

６１

－６１

３３

８１５

１，０９４

－１３

７０２

４９３

１２４

１７

８２

55～５９

－５３１

‐１１５

４５

３５１

－１７１

３３

３

－７３

７９７

１，０８９

－１１５

９９７

２５６

１５６

２１

－２５

４
８
７
９
９
６
２
５
３
８
９
５
２
５
１
１
９

６
５
３
７
１
８
１
１
８
４
７
０
３
１
５

２

－
２
－

３
一

一
一
一
１
２
４
－
１

０６ ９
７
４
８
４
２
３
２
３
５
６
２
３
３
４
３
４

６
７
１
－
６
３
１
－
２
８
２
４
１
９
７

１

１
－
２
－
２

－
刊
孔

１
１

５６

70～

－１５０

－２２７

－１６

９６

－３０４

５３

４

９５

－１５

１０

－６１

１９０

－２９９

１８９

３７

８３TＪ
「出入国管理統計年報」及び法務省入管局資料より作成･

マイナスは出国超過を示す心

－７３－



付表２在留資格一覧表

在留資格に該当する者在留資格

外交官，領事官，これらの者の随員，これらの者の家族

日本政府が承認した外国政府又は国際機関の公務を帯びる者，その家族

観光，保養，スポーツ，親族の訪問，見学，講習又は会合への参加，業務連絡そ

の他これらに類似する目的をもって，短期間本邦に滞在しようとする者（本邦に

おいて報酬を受ける活動に従事する者は除く。）

貿易，事業又は投資活動を行う者（企業の管理者や経営者）

留学生（短期大学以上の教育機関で研究を行い，又は教育を受ける者）

本邦の公私の機関により受け入れられて産業上の技術又は技能を習得しようとす

る者

学術研究機関又は教育機関で研究の指導又は教育を行う者（短期大学以上の教育

研究機関で，専任の講師助教授又は教授の職にある者）

芸術上又は学術上の活動を行おうとする者（音楽，美術，文学，科学その他の芸

術上又は科学上の高度な活動を行う者）

収入を伴う演劇，演芸，演奏，スポーツ等の興行を行う者（歌手タレント等の芸

能人，ボクサー，レスラー等のプロスポーツマン及びこれらの者のマネージャー，

裏方，付人等）

宗教上の活動を行うために外国の宗教団体から派遣された者（宗教上の活動とし

て無報酬で教育活動，医療活動を行うために所属宗教団体から派遣された者を含

む。なお，国内の宗教団体から招へいされた者は含まれない。）

外国の新聞，放送，映画，その他の報道機関の派遣員として派遣された者（国内

の報道機関から招へいされた者やフリーライターは含まれない。）

産業上の高度な又は特殊な技術又は技能を提供するために国内の公私の機関によ

り招へいされた者

熟練労働に従事する者（例えば，中華料理やフランス料理のコックや洋菓子工な

ど。なお，一般に単純労働者の入国は認められていない。）

永住しようとする者

4-1-1

4-1-2

4-1-4

4-1-5

4-1-6

4-1-6-2

4-1-7

4-1-8

4-1-9

4-1-10

4－１－１１

4-1-12

4－１－１３

4-1-14

（つづく）

－７４－



在留資格 在留資格に該当する者

の
他
出
以
語

者
，
で
日
，

偶
り
邦
の
師

配
た
本
行
医

で
し
後
施
ば
Ｊ

子
職
以
法
え
・

の
就
』
の
同
例
る

年
，
合
行
で
。
れ

成
り
場
施
子
者
ら

未
た
る
法
の
い
え

び
し
す
同
者
な
与

及
学
留
で
る
し
に

者
入
』
在
子
す
当
ど

偶
に
・
に
の
当
該
な

配
学
い
邦
者
該
に
族

の
大
な
本
る
に
格
親

者
も
れ
て
す
条
資
養

る
で
ま
し
当
以
留
扶

す
者
含
と
該
第
在
の

当
年
は
族
に
号
の
等

該
成
合
家
項
叫
他
人

に
未
場
の
６
４
く
本

で
・
う
人
第
第
者
日

ま
者
行
本
条
令
る
，

⑬
養
を
日
２
政
め
徒

ト
扶
動
く
第
年
認
生

十
被
活
子
号
羽
の
を
校

ら
る
る
は
妬
和
も
留
学

か
ゅ
す
又
１
昭
允
在
種

５
わ
属
者
第
は
し
に
各

Ｌ
い
に
偶
律
又
生
特
，

小
く
格
配
法
の
出
が
師

格
の
資
の
年
も
で
臣
教

資
も
留
人
刀
た
邦
大
校

留
い
在
本
和
し
本
務
学

在
な
の
曰
昭
生
後
法
学

１
２
３

５
６
６
６

１
１
１
１

１
１
１
１

４
４
４
４

『在留外国人統計」（62年版）（法務省入国管理局）1頁。
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付表３資格別残留者数（57～62年計）

１２

総数
外交公用

４
醐
紬

６６－２７８９１０

留学研修教授芸術興行宗教

５
》
篝

総数

アジア川

中国

台湾

韓国

フィリピン

タイ

アメリカ

207,3741,6161,468128,8513,６６５１４，０４１７，７７７３０４２，００１２１Ⅲ775787

176,488５２７５１５１１２，１５２１，６３５１０，６０８６,３４２１６５１，２４１１９，７５１１４８

１５，９５２７２９２－２，８６９１３９２，０６８２，３５６６１５８４－２，５６２－４

４２，５３００－１２５，６３３１９７３，６４４３３３５６１４８３，３１９１９

１７，２００２６４１７６１２，８４９１，１８７２，８８８６４７１８３１１５７６９９

７１，１６２４３４２５５，０８３－１３１０４５７４１２１２１８，０２４１１

１３，０２４４２２６１０，８３２８３８０１，１５７１２９４５３

１７，９８４２８８３６９１１，８４５９２０４６７１９５３７３３３６２２５６８

１６－２

特定在
留資格

２
度
術

１
高
技

１３１４

永住熟練

１６－１

日本人の
配偶者

１６－３

特定在
留資格

１１

報道
協定
永住

法126
２－６

一時
庇護

□lLIlllJIIliJi鞠';ＬｌＪ
『出入国管理統計年報』及び法務省入管局資料より作成。但し，４－１－１５「被扶養者」は，

それぞれ４－１－５，６，６－２，７，８，９，１０，１１，１２，１３号の在留資格者に加算した。また，この

表の数字には在留中の資格変更分は含まれていない。

－７６－



付表４在留資格変更許可前後の在留資格一覧（60年）

変更後の在留資格

(第４条1項）
10,12１３１４

９…

２…

協定法１２６－時
永住２－６庇護

鰈

５
｜
画
一
豹

６
｜
躯
一
繩

地
｜
薊
｜
帥

戸
Ｉ

８
｜
詑
一
焔

９

追
一
祁
一
魂

1６－１１６－２１６－３

６３４９…5556

3582…２７８９

９
’
７

４

５

６

６－２

７

８

９

１０

ｕ

ｌ２

１３

１４

１５

１６－１

１６－２

１６－３

協定

法126

庇護

W霊'111
３１１８

６２３

1６

５

4９２０５

６１１

768

234

０
０

２
０

夕起

別
の
在

9００１１８７０２０ 0７６ 634０ 0

『
『

資

15720604５７９１１７７２５１７９９４２ 1００３

『出入国管理』８７頁より作成。

なお．同書では比表示部分（…）は「その他」として一括表示されている。



付表５新規登録及び登録閉鎖件数

Ｊ１Ｈ

1８

『出入国管理の回顧と展望』（昭和55年度版)177頁，「出入国管理」（昭和61年度版)145

頁及び法務省入管局資料より作成。

ａ）：再入国不許可件数を除く。

付表６国別残留者数及び登録者数（50～62年）

（アジア各国及びアメリカ）

残留者数
(50～62年）

（１０）

外交・公用
残留者数
（ＤＯ）

（修正）
残留者数
（ＭＩＯ）

登録者
純増数
（ＡＲＧ）

総数

ァジア州

アフガニスタン

アラブ首長国連邦

ビルマ

＋

ハ_し－ン

ブ一夕ン

バングラデシュ

力ンボジア

スリラン力

275,633

222,999

１０７

１６

４０９

－１２

７

５，２４１

６８２

７３０

２
１
７
４
９
２
１
１
６
０

８
９
１
２
一

一
１
２
１

７
０
０
■

２
１

272,851

221,908

９０

－８

４１８

－１４

８

５，２５２

７０８

７２０

138,460

９８

－１２

３０９

２

－１

１，２０６

８７８

４７６

－７８－

年
度

5０

５１

５２

５３

５４

５５

５６

５７

５８

５９

６０

６１

６２

計

(参考）
人口動態統計
外国人死亡数

３，５９９

３，６３７

３，６２９

31805

3,901

3,831

3,938

4,033

4,０１８

４，０６５

４，１５７

４，１４７

４，１１４

50,874

新規登録

入国出生国籍離脱f0他

登録閉鎖

出国死亡国籍取得そo他a）

７
７
３
１
４
８
１
３
１
１
０
７
６

１
２
６
０
８
９
２
０
１
５
２
３
３

５
４
４
６
３
４
３
３
２
２
３
２
４

２２３

３
６
２
５

５
８
５
６

３
２
２
２

６
５
０

３
４
４

３
７
２

０
ロ
ロ

４
３
３

１
１
１

１
０
９
９
７
３

７
２
１
８
０
２

２
２
２
１
２
３

２
９
０

９
８
１

７
７
１

□
Ｐ
Ｐ
Ｓ

２
２
２

１
１
１

４１３

０９２

７
６
７
９
４
９
０

８
５
８
０
５
９
０

８
０
１
４
４
９
６

７
リ
ゥ
マ
テ
ア
●
９
９

１
２
２
１
８
７
７

１
１
１
１

３
４
０
８
１
６
９
１
８
８
４

９
９
６
６
９
６
８
３
８
９
１

９
４
２
６
０
２
２
０
５
９
６

ウ
Ｆ
０
０
Ｆ
５
０
Ｂ
０
β
■

１
３
２
２
２
７
７
７
９
０
４

６
５
５
５
６
６
６
６
６
８
９

２
７

３
４
９
１

Ｌ
２

１
４
１
１

４
０
２
０

７
６

１７４

４７４

１
２

５
８

３
３

９６２

２２３

０７１

２８２

５７３

８
８

７
７

３
６

７
４
２
４
４
０
０
４
８
３
７
８
３

５
９
０
２
８
９
２
１
０
５
２
４
１

０
２
４
３
４
１
３
８
７
２
９
１
９

Ｐ
０
０
Ｐ
０
０
０
０
０
０
Ｐ
７
日

９
５
５
７
６
８
９
７
６
９
３
１
４

１
１
１

８
１
３
７
９
８
１
５
４
７
９
４
６

７
４
５
６
７
５
５
９
５
８
５
７
６

９
８
０
９
０
０
２
２
２
２
４
２
４

ワ
分
り
り
り
７
９
，
？
９
０
０
■

３
３
４
３
４
４
４
４
４
４
４
４
４

４
０
０
６
３
４
５
０
９
６
０
９
１

５
９
９
０
７
３
３
６
４
８
２
０
６

８
７
５
７
３
９
９
６
０
３
５
５
３

０
●
０
０
‐
一
日
一
日
０
●
、
ロ
ム
ァ
、
’
●
。
ｐ
菫
●
タ
●

９
１
８
７
６
８
４
５
３
１
９
３
６

５
５
４
４
５
５
５
芦
。
５
６
６
８
９

983,371150,604３，５１１４，９６９ 797,66754,262104,3875,476



登録者
純増数
（△ＲＧ）

外交・公用
残留者数
（、Ｏ）

（修正）
残留者数
（ＭＩＯ）

残留者数
(50～62年）

（１０）

中国

湾
･ム
ロ

香港

キプロス

インド

インドネシア

イラン

イラク

イスラエル

ヨルダン

韓国

北朝鮮

クウエート

ラオス

レバノン

マレーシア

モンゴル

オマーン

モルジブ

ネパール

パキスタン

フィリピン

カタール

サウジアラビア

シリア・アラブ

シンガポール

クイ

トルコ

ベ｜、ナム

イエメン・アラブ

イエメン

アメリ力

24,512

59,538

-975

５０

７３３

３８２

５７７

１２５

１１４

１４

２４，６２８

－１，２１２

－６１

６７

４６

１，８１７

２１

－５

１

３６１

５，６５３

７９，２２９

－２５

８５

5

-341

15,773

１０４

２，９８９

０

１

３１，０７６

24,778

59,537

-975

５１

７７２

３４０

５９９

１５６

１１９

1

25’２３８

－１，２１２

－４１

５０

４４

１，８８８

３２

９

０

３１９

５，７１８

７９，２４８

－３４

８１

１３

－３２０

１５，７７３

１００

２，９５７

６

－１

３１，６０７

６
１
０
１
９
２
２
１
５
３
０
０
０
７
２
１
１
４
１
２
５
９
９
４
８
１
０
４
２
６
２
１

６
一

３
４
２
３

１
１

２
’
一
７
１
’
一
４
６
１
－
－

２
－
３

－
３

２
－
６

５

47,800

６
１
７
３
７
４
５

３
２
９

７
３

０
８
←
Ｏ

Ｌ

330,691

－２０

５９７

５

１１８９７

２０

３
８
１
９
１
８
６
０
０
５
８

５
０
５

５
２
５
５
５
０

２
２
２

５
８

２
０
０

０
‘

１
２

２
３

２

９１３９５

－７９－



付図１年伏別残留者数の推移
６００００

画
Ｉ

。
◆

５００００

イ0000

３００００
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付図２国別残留者数の推移（１）
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付図５国別・資格別残留者散の推移（２）
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付図３国別残留者散の推移（２）
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付図４国別・資格剛|残留老数の推移（１）
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